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 【Reference Review 52-6 号の研究動向・全分野から】 
                           
ワーク・ライフ・バランスとテレワーク 
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うと推論している。政府は、2007 年 5 月に IT
戦略本部からテレワーク実施に対するアクショ
ンプランを発表し、2010 年までに就業者人口の
2 割がテレワークによって業務を行なえるよう
にすることを目指している(http://www.kantei.
go.jp/jp/singi/it2/dai41/41siryou5.pdf)。 
(社)日本テレワーク協会(社団法人日本テレ
ワーク協会 『在宅勤務の推進のための実証実験
モデル事業報告書』社団法人日本テレワーク協
会、2006)は、テレワーカーに継続的にアンケー
ト調査を実施し、相関分析を用いて、テレワー
クの実施が個人ならびにチームの生産性向上に
結びつくことを見出している。テレワークの実
施は、テレワーカーの管理・評価の難しさや彼
らの孤立感、コミュニケーション不足などのデ
メリットを生み出す。これを懸念するためか、
調査時点では、テレワークは広範囲では実施さ
れていなかった。一方、テレワークは、ワーク・
ライフ・バランスを充実するという目的を達成
しうるものだという結果も同時に得ている。そ
れ故、テレワークは、今後ますます魅力的な施
策になりうると考えられる。ただ、そのために
は、現行の｢みなし労働時間制度｣だけでは不十
分で、業務内容によっては｢ホワイトカラー・エ
クゼンプション制度｣の導入をも視野に入れた
制度改革が将来的には必要となるだろう。 
